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      ㈱さつまホーム企画室 

さつまホームは地球温暖化防止に取り組んでいます 

NIKKEI NET エコ 
 http://eco.nikkei.co.jp/ 
  日経新聞の記事や環境関連情報 

Asahi.com 環境 
 http://www.asahi.com/eco/ 
  シリーズ「環境元年」は読み応えあり 

トピック 編集後記 Car Pool 

モータープールのこと・・・ではありません。2人 

以上乗車しているクルマだけが通れる専用車

線のことです。私は10数年前にカリフォルニア

州のフリーウエイでこれを見ました。「いいな、

日本でもできないのかな・・・」。でもやっぱり片

側6車線くらいないと無理なんでしょうねぇ・・・ 
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地球温暖化防止と 
環境共生住宅を考える 

● 海洋気象データ、海賊の影響で提供半減 
海賊被害の増加の影響で、商船が航海

中に観測した気温や気圧などの海洋気象

データの気象機関への提供が減少。船

舶・航路情報が悪用され、標的になること

への懸念。日本の気象庁へのデータ通報

件数は2005年ごろの半分近くに。天気予

報や温暖化予測の精度に響く可能性も。 

● 南極 やっぱり全域温暖化 
米ワシントン大、NASAなどが発表。南極

大陸の氷床表面温度は全体で10年あた

り0.12℃上昇中。従来の「温暖化が顕著

なのは南極半島だけ」という定説を覆し、

今後の気候変動予測に影響が出そう。 

http://www.satsumahome.com/letter.html 

☆米国の場合 

世 界最大のCO２排出国・米国が迎えた新大統領・オバマ氏が発表した「グ

リーン・ニューディール（緑の内需）政策」が

注目を集めています。「再生可能エネル

ギーや省エネ技術などに重点投資すること

で短期的に雇用を生み出し、長期的には

温暖化対策にする」という発想で、環境と

経済の同時再生を目指しています。環境

問題にそっぽを向いていたブッシュ政権か

らの大方向転換です。そのオバマ政権が

お手本にしている州があります。 

カ リフォルニア州は米国西海岸に位置し、ロサンゼルスなどの大都市を要

する、人口ベースで米国最大の州です。あ

の「シュワちゃん」ことアーノルド・シュワル

ツェネッガー氏が知事を勤める同州は、古

くからリベラルな土地柄で知られ、喫煙問

題や環境対策などで常に全米をリードする

政策を打ち出してきました。06年には温室

効果ガスを20年までに現状比25％、50年

までに更に80％削減するという州法「地球

温暖化対策法」を作りました。「雨が少な

く、電気料金が高い」という独自の条件によ

り、太陽光発電設備の普及が進んでいま

す。同州に本社を置く電力会社・SCE社の

計画は、今後5年間に州内150箇所の建物

の屋根を借り上げて太陽光発電装置を設

置し、全米最大の「太陽光発電所」を作る

という壮大なものです。 

こ うした環境関連事業に、オバマ大統領は10年間で1500億ドル（約13兆

円）を投資するとしています。この結果、最

大400万人分の「緑の雇用」を創出できると

試算しています。California Standard（カリ

フォルニア基準）が全米に広がりそうです。 

☆欧州連合（EU）の場合 

E Ｕも景気対策、温暖化・省エネ対応に資金を重点配分する考えです。総額

2000億ユーロ（約23兆円）規模の景気対策

を、温暖化対策や省エネルギー分野に重

点配分する計画し、環境対応の自動車や

風力・太陽光発電の普及をＥＵの低利融

資で支援するほか、加盟国には省エネ型

の家電製品やオフィスビルを対象とする税

制優遇を求めます。環境関連の投資や技

術開発で「低炭素化」への需要を刺激し

て、景気回復や雇用創出を狙います。 

2000億ユーロのうち、ＥＵが独自に実行す

る約300億ユーロの景気対策について、欧

州委員会はまず約70億ユーロ（約8000億

円）をＥＵ企業の環境対応への支援に充て

ます。二酸化炭素（ＣＯ2）排出が少ない自

動車や電気自動車の開発、オフィスビルの

省エネ化などに補助金を拠出するほか、政

策金融機関の欧州投資銀行（ＥＩＢ）による

低利融資の枠組みを整える方針です。 

☆日本の場合 

日 本でも麻生首相が地球温暖化対策を景気浮揚に結び付ける日本版「グ

リーン・ニューディール」構想について、「大

胆な案を作るべきではないか」と述べ、本

格的な策定作業に入るよう閣僚に指示しま

した。構想では、街灯など商店街で使う電

力への再生可能エネルギー充当、複数の

人が１台の車を共同利用する「カーシェアリ

ング」への支援、自治体庁舎への太陽光発

電導入推進策なども検討予定です。 

お知らせ バックナンバーをプレゼント 

多数のお申込みありがとうございます。

引き続き『地球暮らし』全バックナンバー

プレゼント実施中です。右記のEメールか

FAXまでお申込み下さい。 

Change・Chance・Challenge  
 皆さんこんにちは、さつまホームの瀧川です。毎日寒いですね。今年はあの「タミフル」も効かない

インフルエンザが大流行してるそうです。「変だな・・」と思ったら、決してムリをしないで下さいね。 

気候もさることながら、昨年後半以来の世界的な景気の冷え込みは深刻です。「経済対策のために

は、温暖化対策なんぞやっていられない」などとならないよう、世界の指導者の皆さんはどうか知恵

を絞っていただきたいものです。各国の取り組みはどうなっているのか見てみましょう。 

 環境対策で経済危機を打破せよ！ ～世界各国が対応に乗り出し始めました～ 

SCE社が屋根を借りて太陽光発電パネルを設置 
した工場（SCE社提供） 


